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1） 「キャリア設計能力」  
社会や職業社会への「移行期」にあたり、自らの将来・人生をおおまかにでもしっかり
と設計できること。
2） 「キャリア・職業観」  
職業生活の中で自分が何を実現しようとするのか、職業に対してどういう意味づけをす
るのかを明確にすること。
3） 「キャリア・職業の選択」  
自分はどの道を歩むのかを判断、選択できること。




育課程上の < 学生全体に対してのキャリア教育 >



























2.3　1995 年（平成 7 年）～ 2004 年（平成 16 年）




2014 年、文部科学省・厚生労働省・経済産業省の 3 省は「日本再興戦略」（2013 閣議決定）を
踏まえ「インターンシップの推進に当たっての基本的考え方」を改訂し、インターンシップの
教育目的を明確にし、コーディネーターの役割と必要性を明確化した［13］。
1998 年 10 月の大学審議会答申 ｢21 世紀の大学像と今後の改革方策について－競争的環境













2.4 2005 年（平成 17 年）～ 2014 年（平成 26 年）
・2005 年 ｢産学連携－高度人材育成推進委員会｣ が文部科学省により発足。
・2006 年 「若者の自立・挑戦のためのアクションプラン」が厚生労働省より発表。  
摂南大学経営学部 ｢初年時必須科目－キャリアデザイン｣ が始まる。
・2009 年 大学におけるキャリアガイダンスの制度化［16］。
・2010 年  大学設置基準が改正されすべての専門科目に職業へのガイダンス機能を持たせる
ようになった。






よると、キャリアとは、大きく 3 つの意味があると定義している。第一が ｢専門的職業｣、第
二が ｢特定の仕事に携わった経験｣、そして最後が ｢組織における地位｣ である。また、対象
































経営学部が 1997 年からスタートしたインターンシップの参加者の推移を表 3 に示しておく。
経営学部では、2006 年から 1 年生の前期の必修科目として「キャリアデザイン入門（現：キャ
リアデザイン）」がスタートした。キャリア教育に対する取り組みは、従来の就職時期だけを




2006 年当初のキャリア支援科目と 2015 年度の科目を比較して紹介する（表 1、表 2 参照）。
表 1：2006 年度キャリア支援科目





後期 インターンシップ基礎 専門科目・選択・2 単位
2 年生
前期 ベンチャービジネス論 専門科目・選択・2 単位
後期 ビジネスプラン 専門科目・選択・2 単位
3 年生













後期 インターンシップ基礎 専門科目・選択・2 単位
2 年生













後期 専門基礎演習 専門科目・必修・2 単位
2 年生 通年 演習Ⅰ 専門科目・必修・4 単位
3 年生 通年 演習Ⅱ 専門科目・必修・4 単位













































から構成され、その内容は ｢自己統制感尺度｣ と ｢自己教育性・成長性尺度｣ の 2 つの因子（各
10 問ずつ）に分けられる。
目標達成意欲度診断においては、自己統制感尺度と自己教育性・成長性尺度の 2 軸から大





 目標達成意欲度診断においては、自己統制感尺度と自己教育性・成長性尺度の 2 軸から大き
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るかを調査するものである。質問は 24 項目から構成され、その内容は、｢アルバイト・実習・
ゼミ｣、｢家庭｣、｢クラブ・サークル｣、｢ボランティア活動｣ の 4 つの場面設定（各 6 問ずつ）
についての質問である。そして、｢まとめ役タイプ｣、｢親方タイプ｣、｢仕切り屋タイプ｣、｢アー
ティストタイプ｣、｢アシスタントタイプ｣、｢縁の下の力持ちタイプ｣ の 6 つの傾向値から前者














問は 32 項目から構成され、各質問の選択肢は ｢全くそうだ（5 点）｣ から ｢全く違う（1 点）｣
の 5 段階からなる。




















は 32 項目から構成され、各質問の選択肢は｢全くそうだ(5 点)｣から｢全く違う(1 点)｣の 5 段階
からなる。 








































表 4：目標達成意欲度診断の 4 つのタイプとキャリアスタイル診断の項目との関連性
タイプ キャリアスタイル診断の項目 特徴
A 成長志向努力型
｢ 組 織 的 ｣ ｢ 独 立 的 ｣ ｢ 挑 戦 的 ｣ ｢ 創 意・ 創 造 的 ｣ 
｢リーダー的｣
意欲的でリーダーシップを発揮
B 無目的努力型 ｢組織的｣ ｢メンバー的｣ ｢大樹に寄らば｣ 傾向あり
C 成長志向楽観型 （特徴ある項目不明） 特徴が見いだせず
D 無目的楽観型 ｢プライベート的｣ ｢メンバー的｣ ｢思考的｣ 従属的で自己中心的
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今回の比較において、目標達成意欲度診断（図 1）のタイプ A とタイプ C、タイプ B とタイ
プ D の比較については大きな差異は見られなかった。特に自己教育性・成長性が高いタイプ A
とタイプ C に関しては、t 検定の結果からも有意差は見られていない。これに対して、タイプ







表 5：4 つのタイプと各資質項目との t 検定結果
組織的 A B C D プライベート的 A B C D
A 　 　 　 ** A 　 　 　 **
B 0.782 　 　 ** B 0.206 　 　 *
C 0.558 1.116 　 ** C 1.593 0.823 　 　
D 4.361 3.890 2.995 　 D 3.774 2.470 1.842 　
規律尊重的 A B C D 創意・創造的 A B C D
A 　 　 　 　 A 　 　 　 **
B 0.027 　 　 　 B 1.523 　 　 　
C 0.413 0.289 　 　 C 0.196 1.149 　 *
D 0.068 0.021 0.418 　 D 3.320 0.936 2.524 　
協調的 A B C D 独立的 A B C D
A 　 　 　 　 A 　 * 　 **
B 1.819 　 　 　 B 2.223 　 　 　
C 0.927 1.030 　 　 C 0.966 1.226 　 　
D 1.395 0.684 2.249 　 D 3.218 0.317 1.828 　
挑戦的 A B C D 保守・安定的 A B C D
A 　 ** 　 ** A 　 　 　 　
B 2.795 　 　 　 B 0.702 　 　 　
C 1.089 1.732 　 * C 0.440 1.113 　 　
D 3.247 0.398 2.325 　 D 0.268 1.046 0.145 　
関係的 A B C D 非関係的 A B C D
A 　 　 　 　 A 　 　 　 　
B 1.728 　 　 　 B 0.580 　 　 　
C 0.040 1.523 　 　 C 0.949 1.127 　 　
D 1.924 0.174 1.614 　 D 0.499 0.152 1.165 　
行動的 A B C D 思考的 A B C D
A 　 　 　 　 A 　 　 　 **
B 1.636 　 * 　 B 1.198 　 　 　
C 0.642 2.018 　 * C 1.123 1.663 　 **
D 1.682 0.284 2.071 　 D 3.235 1.128 3.436 　
（*： 5% 有意、**： 1% 有意）
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リーダー的 A B C D メンバー的 A B C D
A 　 ** 　 ** A 　 ** 　 **
B 2.705 　 　 　 B 3.978 　 ** 　
C 0.545 1.797 　 * C 0.492 2.934 　 **
D 3.544 0.005 2.428 　 D 4.141 0.422 3.271 　
専門的 A B C D 一般的 A B C D
A 　 　 　 　 A 　 　 　 　
B 0.842 　 　 　 B 1.529 　 　 　
C 0.165 0.867 　 　 C 0.215 1.322 　 　
D 1.664 0.448 1.500 　 D 0.981 0.728 0.731 　
（*： 5% 有意、**： 1% 有意）
5. 4「キャリア教育の実践と効果」［27］
本報告では、摂南大学経営情報学部でキャリア教育を受講した 1 年生が 3 年生の時にどの
ように変化したかにつき、目標達成意欲度診断を使って比較考察した。また、H 大学の社会人
の学び直しの授業で同診断を活用し受講開始時と終了時の変化も考察した。その結果、1 年次
には ABCD の幅広い領域に分布していたが、3 年次にはこの広がりが A の領域に集中するよ
うになってきた。反対に C の領域の分布の減少が目立った。図 3 の点の大きさで人数の多さ
を示す（図 3、表 7）。
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てきた。反対に Cの領域の分布の減少が目立った。図 3の点の大きさで人数の多さを示す(図 3、
表 7)。 
















図 3 目標達成意欲度診断の比較 
 1 年次 3 年次 
領
域 
人数 割合 人数 割合 
A 8 38.1% 12 57.1%
AB 0 0.0% 0 0.0%
B 1 4.8% 1 4.8%
BD 1 4.8% 0 0.0%
AC 3 14.3% 6 28.6%
C 6 28.6% 1 4.8%
CD 0 0.0% 1 4.8%
D 1 4.8% 0 0.0%
X 1 4.8% 0 0.0%
合
計 















1 年次 3 年次
領域 人数 割合 人数 割合
A 8 38.1% 12 57.1%
AB 0 0.0% 0 0.0%
B 1 4.8% 1 4.8%
BD 1 4.8% 0 0.0%
AC 3 14.3% 6 28.6%
C 6 28.6% 1 4.8%
CD 0 0.0% 1 4.8%
D 1 4.8% 0 0.0%
X 1 4.8% 0 0.0%
合計 21 100.0% 21 100.0%
表 6：目標達成意欲度診断の各領域の分布
※  4 つの領域の特徴につては、P.59 のタイプの
特徴を参照。
※ 「X」は X 軸 Y 軸共 50 点の交点
次に、表 8 に自己統制感、自己教育性・成長性それぞれの平均値と分散、さらに対応のあ
る平均値の差の検定（t 検定）を行った結果を示す。自己統制感については、1% で有意差が
認められており、1 年次よりも 3 年次の方が高い値である。また、自己教育性・成長性につい
ては、有意差は認められていないが、平均値は 1 年次よりも 3 年次で高い傾向がみられている。
また、自己教育性・成長性は自己統制感に比べると、1 年次から比較的高い値であることもわ
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かる。さらに、分散については、全体的に 1 年次より 3 年次の方が小さく、特に自己統制感に
おいては、分散の変化が大きい（分散は小さくなっている）。
これらのことから、特に自己統制感の値が上がるとともに、自己統制感の分散が小さくなり、
1 年次と比較して 3 年次では他者依存することなく自立的に行動できるようになったことを裏
付けていると考えられる。つまり、自立的に行動しようとする意識が 3 年間に培われてきたこ
とが推測される。
表 7：単純集計と t 検定結果
尺度 平均値（分散）
t 値




















られており、1 年次よりも 3 年次の方が高い値である。また、自己教育性については、有意差
は認められていないが、平均値は 1 年次よりも 3 年次で高い傾向がみられている。また、自己
教育性は自己統制感に比べると、1 年次から比較的高い値であることもわかる。さらに、分散
については、全体的に 1 年次より 3 年次の方が小さく、特に自己統制感においては、分散の変
化が大きい（分散は小さくなっている）。 
これらのことか 、特に自己統制感の値が上がるとともに、自己統制感の分散が小さくなり、
1 年次と比較して 3 年次では他者依存することなく自立的に行動できるようになったことを裏
付けていると考えられる。つまり、自立的に行動しようとする意識が 3 年間に培われてきたこ
とが推測される。 
8 t  
尺度 （分散） 
t 値 









※平均値は、100 点を満点とした場合の数値  
（**:1%有意）
 





表 9 目標達成意欲度診断の各領域の分布 
 
 













 2008 年 10 月  2009 年 1 月  
領
域  
人数  割合  人数  割合  
A 8 57.1% 13 92.9%
AB 0 0.0% 0 0.0%
B 1 7.1% 0 0.0%
BD 1 7.1% 0 0.0%
AC 1 7.1% 0 0.0%
C 2 14.3% 1 7.1%
CD 0 0.0% 0 0.0%
D 1 7.1% 0 0.0%
X 0 0.0% 0 0.0%
合
計  
14 100.0% 14 100.0%
図 4：目標達成意欲度診断の比較
表 8：目標達成意欲度診断の各領域の分布
2008 年 10 月 2009 年 1 月
領域 人数 割合 人数 割合
A 8 57.1% 13 92.9%
AB 0 0.0% 0 0.0%
B 1 7.1% 0 0.0%
BD 1 7.1% 0 0.0%
AC 1 7.1% 0 0.0%
C 2 14.3% 1 7.1%
CD 0 0.0% 0 0.0%
D 1 7.1% 0 0.0%
X 0 0.0% 0 0.0%









いえる。マトリックスのタイプ B、C、D に分散していた受講生のうち 1 名を除いて全員がタ
イプ A に移動した（表 8 参照）。自己統制感、自己教育性・成長性の値が高くなったことにより、
意欲を持って積極的・自立的に行動するようになってきたと推測される。
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（注 1） 認知機能群の平均値を上位と下位の 2 グループ（認知平均 H、認知平均 L）に分け、自己
教育性・成長性および自己統制感との差異を調査した。この上位グループとは、認知機能
群の平均値が 118 点以上（H ≧ 118）の学生であり、下位グループとは、平均値が 117 点
以下（L ≦ 117）の学生である。
（1）一般職業適性検査（GATB）［29］
労働省編一般職業適性検査は、アメリカ労働省が 1944 年に開発した General Aptitude　
Test Battery（略して GATB と呼ぶ）を原案としたもので、日本の現状に合うように翻案し、
























表 11：グループごとの社会人基礎力の 12 の能力要素の平均値と F 値（注 2）















主体性 65.79 68.45 64.72 69.70 1.577 7.752** 2.464
働きかけ力 63.49 67.75 63.91 68.32 3.044 4.899* 2.009
実行力 66.55 72.00 65.25 73.96 5.414* 18.556** 3.166
B
課題発見力 67.70 74.05 67.58 75.40 8.535** 16.855** 2.438
計画力 62.21 67.95 61.58 69.52 6.388* 15.396** 1.287
創造力 62.85 63.90 63.01 64.00 0.369 1.089 2.749
C
発信力 58.00 65.15 61.13 64.48 7.698 2.377 0.993
傾聴力 75.23 79.90 77.61 79.24 4.831* 0.189 0.373
柔軟性 75.74 77.25 75.37 77.80 0.388 0.864 0.808
状況把握力 74.34 78.20 75.19 78.40 4.850* 4.559* 1.186
規律性 82.77 85.40 82.81 85.90 1.690 2.016 0.400
ストレスコントロール力 67.19 71.75 67.13 72.70 3.170 6.471* 1.495
A アクション平均 65.28 69.40 64.63 70.66 4.870* 14.551** 3.852
B シンキング平均 64.26 68.63 64.06 69.64 7.059** 15.950** 4.114*
C チームワーク平均 72.21 76.27 73.21 76.42 9.628** 6.565* 0.252
全体平均 68.49 72.65 68.78 73.29 10.244** 15.768** 2.677
（*：5% 有意、**：1% 有意）
（注 2） 目標達成意欲度診断の自己教育性・成長性尺度と自己統制感尺度のそれぞれの軸で 50 点以上と
50 点未満のグループに分類し、社会人基礎力の 12 の能力要素との間にどのような関係があるか
を検討するために二元配置の分散分析を行った。表 12 に目標達成意欲度診断のグループごとの
社会人基礎力の 12 の能力要素の平均値と分散分析結果（F 値）を示す。
（1）社会人基礎力の 3 つの能力から見た考察
表 12 より、目標達成意欲度診断結果による社会人基礎力の 3 つの能力について考察する。

























　図 5 の「目標達成意欲度診断と社会人基礎力診断との関連性の集計結果」は図 1 のマト




（注 2）目標達成意欲度診断の自己教育性・成長性尺度と自己統制感尺度のそれぞれの軸で 50 点以上と 50
点未満のグループに分類し、社会人基礎力の 12 の能力要素との間にどのような関係があるかを検
討するために二元配置の分散分析を行った。表 11 に目標達成意欲度診断のグループごとの社会人
基礎力の 12 の能力要素の平均値と分散分析結果（F 値）を示す。 
(1)社会人基礎力の 3 つの能力から見た考察 























図 5 の「目標達成意欲度診断と社会人基礎力診断との関連性の集計結果」は図 1 のマトリク
ス図の上に表 12「グループごとの社会人基礎力の 12 の能力要素の平均値と F 値」で示された











（**：1%有意，*：5%有意）                                     




図 5「目標達成意欲度診断と社 礎力診断との関連性の集計結果」 
（*：5% 有意、**：1% 有意）


























図 6  職場や地域社会で活躍す 要となる能力 
出典：「社会人基礎力に関 究会－『中間取りまとめ』－」経済産業省 p.5 
 
社会人基礎力は、「前に踏み出す力」、「考え抜く力」、「チームで働く力」の 3 つの能力とさら
に細分化された 12 の能力要素から構成される（表 12）。 
 
表 13 社会人基礎力の能力要素 
























らに細分化された 12 の能力要素から構成される（表 13）。
表 12：社会人基礎力の能力要素
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（3）社会人基礎力診断
本研究における社会人基礎力診断とは、経済産業省が提唱する「社会人基礎力」の 3 つの
能力、12 の能力要素（表 12 参照）からそれらの能力の傾向を診断するものである。今回使用



















力、12 の能力要素（表 12 参照）からそれらの能力の傾向を診断するものである。今回使用し
た質問項目は 36 項目（12 の能力要素×各 3 項目）から成り、各質問は 5 段階で、各能力要素
は 100 点満点で算出した。 
 












間 関 係 欲 求 ｣ 、 ｢ 自 己 実 現 欲 求 ｣ 、 ｢ 意 味 探 求 欲 求 ｣ に 区 分 で き る 。
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